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医師の働き方改革の施行後調査概要
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医師の働き方改革の施行後の状況を確認する目的で、主に以下の項目に
ついて、厚生労働省より調査依頼があったものです。

・派遣医師の引き揚げの有無

・診療体制への影響 （救急医療・周産期医療 等）

・地域医療への影響等



医師の働き方改革の施行後調査概要
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【回答方法】
Wｅｂフォーム

【調査期間】
令和６年７月９日～令和６年７月23日

【回答数】
調査対象医療機関 298機関
回答医療機関 170機関（回答率 57.05％）
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１ 医師派遣への影響



１－１ 医師派遣への影響
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（１）大学等の医療機関から派遣されている医師の働き方改革に関連した
引き上げ（派遣医師数の減少）の状況



１－２ 医師派遣への影響
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（２）引き上げのあった診療科
N=10



２ 救急医療提供体制への影響
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２－１ 救急医療提供体制への影響
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（1）医師の働き方改革の施行に伴う医師の引き揚げや時間外・休日
労働時間の上限規制等による自施設の救急医療提供体制への影響

N=170
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（2）救急医療提供体制の縮小等の内容（複数選択）

N=9

２－2 救急医療提供体制への影響



２－３ 救急医療提供体制への影響
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（3）救急医療提供体制の縮小等の理由

N=７
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（4）救急医療提供体制の縮小による地域への影響（Ｎ＝７）

・ 地域の救急医療提供体制の確保は困難となる見込み ０件
・ 地域の救急医療提供体制は確保できる見込み ５件
・ 地域の救急医療提供体制への影響は不明 ２件

（5）地域の救急医療提供体制の確保が困難又は影響が不明な
場合の対応策（Ｎ＝２）

・ 未定 2件

２－４ 救急医療提供体制への影響



３ 周産期医療提供体制への影響
（産科分娩取扱い施設のみ）
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３－１ 周産期医療提供体制への影響（産科分娩取扱い施設のみ）
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（1）医師の働き方改革の施行に伴う医師の引き揚げや時間外・休日労働
時間の上限規制等による自施設の周産期医療提供体制への影響

N=63
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（2）周産期医療提供体制の縮小等の内容（Ｎ＝２）

・ 産科対応を行う医師数の削減 ２件

（3）周産期医療提供体制の縮小による地域への影響（Ｎ＝２）

・ 地域の周産期医療提供体制の確保は困難となる見込み ０件
・ 地域の周産期医療提供体制は確保できる見込み ２件
・ 地域の周産期医療提供体制への影響は不明 ０件

３－2 周産期医療提供体制への影響（産科分娩取扱い施設のみ）



４ 診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響
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４－１ 診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響
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（1）医師の働き方改革の施行に伴う医師の引き揚げや時間外・休日労働時間の上限
規制等による自施設の診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響

N=170
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（2）診療体制の縮小等の内容

N=４

４－2 診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響
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（3）縮小等を行う診療科（複数選択）

N=７

４－３ 診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響
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(4)縮小を行う診療科の具体的な影響（Ｎ＝４）

・午後外来は原則予約制とした・午後外来の受付時間を30分短縮した
・担当Drの高齢化により削減
・診療日縮小
・週2回行っていた内科夜診（17：30～19：00）を週1回に削減した。

(5)診療体制の縮小による地域への影響（Ｎ＝４）

・地域の医療提供体制の確保は困難となる見込み 0件
・地域の医療提供体制は確保できる見込み ４件
・地域の医療提供体制への影響は不明 ０件

４－４診療体制（救急・周産期医療を除く）への影響


